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2-2 Ｋ値 

 

 【構造令解説】 

  第２種、第４種（都市部）      9％ 

  第１種、第３種（地方部・平地部） 12％ 

  第１種、第３種（地方部・山地部） 14％ 

 

  【道路の交通容量】 

  基準値は示していない。 

 

 【新設計法】 

  路線ごとに、交通特性を考慮して設定する。 

  ただし、データが得られない場合は、下記の標準値を使用することができる。 

 

 

 

 

 

【構造令解説】では、設計交通容量（時間単位）から設計基準交通量（日単位）に日変

換する際にＫ値を使用しているが、そこで使用されるＫ値は、当該道路の存する地域や地

形の特性によるものとして全国一律に設定している。これは、設計を簡便にするための１

つの手法ではあるが、それが当該路線の実態と合わない場合もあると考えられる。 

 Ｋ値は、当該路線のピーク特性を示すものであり、当該路線および周辺の交通量データ

から適切に設定することができれば、それを使用することが望ましい。ただし、十分なデ

ータが得られない場合は、標準値を使用してよいこととした。 

Ｋ値の標準値を設定するにあたり、常観データを分析した結果を図-2.1 に示す。これに

よると、Ｋ値は地域や地形によるところはあまり大きくなく、それよりも年平均日交通量

（計画交通量）との関係の方が大きいと考えられる。そこで、Ｋ値の標準値は、地域や地

形によるのではなく、計画交通量との関係で設定することとした。 

計画交通量は、図-2.1 のデータの分布状況を考慮するとともに、第３種、第４種道路の

級区分に合わせて、以下の４段階に区分してＫ値との関係を分析した。また、休日型道路

（主として休日に渋滞が発生する道路、いわゆる観光道路）はＫ値が高い傾向にあるため、

その他の道路とは別に分析を行った。 

 

20,000 台／日以上 

10,000 台／日以上 20,000 台／日未満 

4,000 台／日以上 10,000 台／日未満 

4,000 台／日未満 

 

 

計画交通量（台／日） 休日交通型 その他 

20,000 以上 9％ 8％ 

10,000 以上 20,000 未満 11％ 10％ 

4,000 以上 10,000 未満 15％ 

4,000 未満 23％ 
15％ 
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計画交通量の４つの階層区分ごとに、 

Ｋ値の分布状況と 50～80％タイル値を 

分析した結果を図-2.2～4 に示す。こ 

こでは、平均値に対してやや余裕を持 

たせた値として、70％タイル値をＫ値 

の標準値として示した。なお、その他 

の道路の 4,000 台／日未満はデータの 

不足により、4,000～10,000 台／日に 

含めることとした。 

 

                   図-2.2 Ｋ値と年平均日交通量の関係（全データ） 

図-2.1 道路種類別Ｋ値と年平均日交通量との関係（【文献102】） 
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図-2.3 Ｋ値と年平均日交通量との関係      図-2.4 Ｋ値と年平均日交通量との関係 

（休日交通型）                  （その他） 

 

 

2-3 Ｄ値 

 

 【構造令解説】 

  60％ 

 【道路の交通容量】 

  基準値は示していない。 

 【新設計法】 

  路線ごとに、交通特性を考慮して設定する。 

  ただし、データが得られない場合は、標準値（60％）を使用することができる。 

 

Ｄ値は、ピーク時（30 番目時間交通量）における往復合計の交通量に対する重方向交通

量の割合である。【構造令解説】では、設計基準交通量を設定する際のＤ値に一律 60％を

使用している。 

Ｄ値についても、当該路線および周辺の交通量データから適切に設定することができれ

ば、それを使用することが望ましい。ただし、十分なデータが得られない場合は、標準値

を使用してよいこととした。 

 標準値を設定するにあたり、常観データを用いて、Ｄ値と年平均日交通量、地域特性（道

路の群分類）との関係を分析した。図-2.5 によると、右下がりの傾向も若干見られるが、

年平均日交通量との関係は明確ではない。図の左上には 60％を上回るＤ値も見られるが、

ほとんどの地点ではＤ値は 60％未満である。地域特性との関係も明確ではない。 

 このため、Ｄ値は 60％を見ておけば余裕があると考えられ、これを標準値とした。 
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 図-2.5 地域特性別Ｄ値と年平均日交通量との関係 

 

なお、常観データのＫ値とＤ値の関係を分析した結果を図-2.6 に示す。若干右上がりの

傾向がなくはないが、明確な関係は見られない。 

 

 

 

 

Ｄ値と平均日交通量の関係（観光道路）
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30 番目時間交通量の大型車混入率についても、当該路線および周辺の交通量データから

適切に設定することができれば、それを使用することが望ましい。ただし、十分なデータ

が得られない場合は、標準値を使用してよいこととした。 

 標準値を設定するにあたり、常観データを用いて、大型車混入率について分析した結果

を図-2.7、図-2.8 に示す。 

図-2.7 は、年平均および 30 番目時間交通量出現時の大型車混入率の分布状況を示した

ものである。地域特性を反映した大型車混入率を設定する方法として、計画交通量ととも

に算出される年平均大型車混入率を使用する方法が考えられるが、それをそのまま用いた

のでは過大であり、また、年平均から 30 番目時間交通量出現時を推計することも難しそう

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.7 年平均および 30 番目時間交通出現時の大型車混入率 

 

図-2.8 は、地域特性（道路の群分類）別に 30 番目時間交通量の大型車混入率の分布状

況を示したものである。【構造令解説】では、大型車混入率の設定を都市部 10％、地方部

15％と地域特性別にしているが、最近のデータでは大型車混入率と地域特性との関係は明

確ではなく、15％という設定もやや過大であると考えられる。そこで、30 番目時間交通量

の大型車混入率は、平均値に対してやや余裕を持たせた値として、70％タイル値に相当す

る 10％を標準として示した。ただし、休日交通型道路においては大型車混入率が小さい傾

向にあるため、別に設定することとし、同じく 70％タイル値に相当する 6％を標準として

示した。 
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          図-2.8 地域特性別 30 番目時間交通量の大型車混入率 

 

大型車の乗用車換算係数は、従来から表-2.1 が用いられており、「道路構造令の解説と

運用」（昭和 45 年版）、【道路の交通容量】にも同表が掲載されている。上記の【構造令解

説】の基準値は、それぞれのケースにおける代表的な状態を想定して、同表から乗用車換

算係数を設定したものである。一方、【道路の交通容量】の基準値は、混雑度の算出にあた

り交通量を乗用車換算する際に用いられる乗用車換算係数である。 

大型車の乗用車換算係数に関する最近の文献を見ると、【文献５】では、高速道路にお

ける大型車の乗用車換算係数を分析した結果として、1.7～1.8 が妥当であることが示され

ており、【文献 102】では、常観データの分析をするにあたり、一般道路では交差点の影響

が大きいことから乗用車換算係数 1.7 を使用している。 

このようなことから、設計に使用する大型車の乗用車換算係数として、高速道路につい

ては表-2.1 の多車線道路、大型車混入率 10％、勾配 3％以下の場合に相当する 1.8 を、一

般道路については【道路の交通容量】の交差点に使用される 1.7 を標準として示した。た

だし、特殊な条件下における設計や、大型車の影響を特に考慮して設計する場合は、表-2.1

に示す係数を使用するのがよい。 

なお、本資料における分析においては、大型車の乗用車換算係数は上記の標準値を使用

している。 
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